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今、ご紹介していただきましたように８月からマッセの所長に就任いたしました。所
長の前任者（齊藤氏）と前々任者（米原氏）は、同じ分野のわれわれにとって大先生で、
その後を引き継いでいるということで責任の重さを感じています。
今日は「分権社会と地方財政」というタイトルを付けさせていただきました。今、紹
介していただいたように、新所長になったということもありますので、ちょっとだけ自
己紹介を兼ねて話をしたいと思います。
私は大学を1981年に卒業していまして、大学院を出たのがちょうどバブル期の直前で
す。ご存じのようにいわゆる団塊ジュニア世代の皆さんが大学に行かれるときで、いろ
いろな大学が大学や学部を新設していて、そういう波で最初は四日市大学という新設大
学に勤めました。
1988年から大学に勤めているのですが、その直前は、皆さんご存じの消費税につなが
る税制改革の議論が活発だった時期です。私の師匠である関西学院大学の橋本先生も、
叔父弟子に当たる大阪大学の本間正明先生も、それぞれに税制改革による税負担配分の
変改についてさまざまなシミュレーションを行いましたが、私はその両方に関わらせて
いただきました。
お若い方はもうご存じないと思いますが、600万円以下は増税になるという声が立ち
上がったときに、そのシミュレーションの計算に当たりました。ちょうど、世界的に、
また日本でも、今日と違い所得分配の不平等が縮小し、過度な累進課税の見直しが求め
られる中で「広く薄い税負担」の実現が課題となりました。1987年には中曽根内閣の下
で「売上税」が提案されます。もちろん、われわれは「だから悪い」と言ったわけでは
なくて、｢広く薄い税負担の実現のためには一般的な消費税は必要」というつもりでシ
ミュレーションを行ったのですが、むしろ反対の根拠にも用いられるという思わぬ取り
上げられ方をしてしまいました。税制改革は、その後の竹下内閣で消費税の導入、所得
税の減税という形で実現していきます。
1980年代後半には地方分権も大きな政策課題となりました。大分県の平松知事とか、
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熊本県の細川知事とか、その旗手となられる首長も登場します。元々「バス停を10m動
かすのも霞が関に行かないと決められない」という話が出て、地方分権の必要性が盛ん
に言われだしました。そして、平成元年、ふるさと創生１億円事業が実施されます。こ
れは地方交付税の枠組みを使うのですが、各自治体に１億円ずつ人口に関係なく配ると
いうことです。ただし、地方交付税の不交付団体もそのとき、１億円のふるさと創生事
業の実施が求められました。当時、橋本先生のプロジェクトで、いくつかの特徴的な自
治体へ行って、その１億円をどう使ったのか、その効果はどうなっているかという調査
を行いました。
私は松阪と淡路島の１億円の金塊を見に行きました。そのときは１億円を自由に使っ
て分権に生かすことが目標とされました。地方にとっては、地方分権に関して白紙の回
答用紙が配られたので、みんなでいい答えを出してくださいということだったと思いま
す。
皆さんご存じのように使い道は多様でしたが、一番多かったのは温泉だったと思いま
す。この１億円事業については全国的な細かい使途の検証はありません。先ほどの調査
を行った地域では一定の成果は見られたと思うのですが、後になって「ばらまきだ」と
批判をされています。
一方、現在の地方創生事業は、各自治体が計画を作り、国に選定されれば交付金が配
分される仕組みです。各自治体は、この交付金が配分されるように事業計画を一生懸命
考えているみたいな感じです。先ほどのふるさと創生１億円は、失敗しても構わない、
自由に考えなさい、と言ってくれたのです。しかし、今の地方創生というのは、何かこ
ういう事業をやったら補助金（交付金）が付く仕組みですので、国から認められること
が課題になります。もちろん「自ら頑張る」自治体を応援するという趣旨は良いのです
が、一方で、自主的な分権という観点からの検討も必要だと思います。
1990年ごろから分権議論が活発になりますが、現状はなかなか進んでいません。2000
年に地方分権一括法というのができました。これも皆さんはご存じの話だと思うのです
が、機関委任事務が全部なくなって、自治事務と法定受託事務に変わりました。ただ、
西尾先生などがよく言われるように「未完の地方分権」です。そういう状況で2000年代
に入りました。

２．バブル崩壊から三位一体改革
1970年代後半は国債が拡大し100兆円を超えるという時代でした。特例国債を10年の
期限で発行していたので、その償還時期が来ます。結果的には借替えによって対応する
ことになりますが、財政赤字への対応として、大平総理が一般消費税の導入を提案しま
す。
これは後の税制改革とは違い、財政再建のために一般消費税を導入しましょうという
提案です。ちょうどそのときに私は学部生でした。ゼミの指導教員であった橋本先生は
それ以前から一般的な消費税を提唱されていたこともあり、ゼミ生で税制改革に関する



23おおさか市町村職員研修研究センター　

第106回マッセ・セミナー「分権社会と地方財政｣

アンケートをやったらどうかということになりました。しかし、今のようにネットでで
きるわけではなく、大変なので乗り気ではありませんでしたが、とうとうやろうかとい
う話になり、ゼミ生で手分けして、１人20件、家を回って書いてもらってくることにし
ました。このアンケートは、翌年度のゼミ生も続けてくれました。
ただ、このとき提案された一般消費税は、増税反対の声が強く、失敗に終わります。
そしてその後は「増税なき財政再建」を目指すことになりますが、1980年代後半に、改
めて“広く薄い税負担”を目指す税制改革へと進みます。
一方、1980年代後半は、公共事業の拡大が行われます。「日米構造協議」というもの
が交わされ、日本の内需拡大のために10年間で400兆円以上の公共事業の実施が決まり
ます。全国的にいわゆるリゾート開発が進められるのもこの時期です。
バブル期にともない税収は増えるので、何とかうまくいっているような状況ではあり
ました。しかし、バブルは崩壊し、その後は税収が落ち込みます。
私もある自治体に関係していましたが、バブルの影響で生じる税収（主として土地に
関する税収）をどのように活用するかの検討が行われました。必要な支出以上の税収が
あれば、景気循環の中での財政を考えれば､政府貯蓄としても構わないはずですが、今、
基金が積み上がっている状況が批判されるのと同じで、自治体が貯蓄を拡大すると、国
からは補助金削減、また住民からは減税の圧力が生じます。だから、いろいろな使い道
を考えたわけですが、サービスの拡大は一旦拡大すると縮小が難しいということもあっ
て、ハードの方に向かいます。自治体運営の博物館ができたり、プラネタリウムができ
たりしたというのがこの時期です。
ところが、バブルが崩壊するわけです。都市部では固定資産税はそれほど急に減って
いないので、それなりの税収は入ります。地価が急激に上昇した際に、評価は高くなっ
ても税負担は抑えられていた関係で、固定資産税は1995年頃までは安定しています。
バブル崩壊後も、10年間で公共事業を増やすという計画は生きているので、1990年代
に歳出は伸びていきます。90年代の半ばから、今度は景気対策としての公共事業に移行
します。これと合わせて、所得税減税が実施されます。この間、公債残高は100兆円ど
ころか急激に増加していきます。
地方の支出は2000年頃をピークに減少していきます。この理由の１つが、公共事業に
伴う地方債発行に地方がついていけなくなったことです。
地方財政の動きは、国を通じて交付される地方交付税に影響されています。1990年頃
は、バブル経済のもとで国も地方も税収が拡大します。交付税は、簡単に言えば国の税
金の一部を使って地方が標準的な財政運営を行う上で不足する財源を補うものです。そ
の仕組みで考えれば、バブルの時、1990年頃には交付税は減るはずです。地方の税金が
増えるからです。もちろん国の税金も増えますから、所得税や法人税などの国税の一定
割合と定められている交付税財源としては余ってくるわけです。その時にどうしたかと
いうと、地方財政全体を膨らませたわけです。地方財政計画で大枠の歳出を決めていま
すから、あれを広げるのです。広げると交付税がそれに見合うように拡大します。つま
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り、交付税が膨らんできた状況は、先ほどの1990年ぐらいまで地方の支出が拡大して
いったことの裏返しです。この頃の財政学会や地方財政学会では、当時いろいろな事業
補正がかかってしまって、交付税が補助金化しているのではないかという分析も行われ
ていました。
バブル崩壊後、国税の交付税財源が落ちるということは、同時に、地方の税収も落ち
込みます。そうすると、本当の意味で交付税が必要になってくるのにその財源となる国
営収入が減るということで、その不足を埋めるために交付税特別会計の借り入れが行わ
れます。取りあえず交付税特別会計が借金をしてくれて交付税を配ろうかという話に
なってきます。
その後、2000年代に入ると小泉政権下で“三位一体改革”への取り組みが行われます。
三位一体というのは、地方税と国庫支出金と交付税の３つを一緒に見直すことです。
当時の経済財政諮問会議でも三位一体改革が取り上げられ、私も参加しましたが、税源
移譲や補助金削減に関してのたたき台のようなものを作っていました。
補助金（国庫支出金）は使途が決められた資金で、交付税あるいは地方税は地方が自
由に使える財源です。学生に、｢何でも使っていいと言われる９千円と、教科書を買え
よともらう１万円とどちらがうれしい」と聞くと、｢何でも使っていいと言われる方が
うれしい」と答える人が多くいます。金額が少なくても、自由に使うことのできるお金
の方がうれしいはずなのです。そういう意味で、同じ満足度を得られるのであれば、使
途の限定された補助金を減らして裁量で活用することのできる資金に置き換えることが
できるという考え方です。
総務省のホームページでも「三位一体の改革の全体像」は示されています。たたき台
を考える中で、自治体へのヒヤリングを行って、削減可能な補助金を探ったりもしまし
た。ただ、実際には「全ての補助金には意味があり、必要だ」と言われたのですが。
結果的には、義務教育の国庫負担金の２分の１の負担を３分の１にする削減が行われ
ました。２兆円ぐらいですから規模は大きいです。しかしながら、もともと補助事業で
ある義務教育人件費の総枠は子どもの数で決まるので、国庫支出金の総額を決める教員
数と事業の総額が変わるわけではありません。国庫支出金の一部が税に置き換えられて
もその税収は義務教育に充てられることになります。もし税源移譲によって税があまり
増えないところは交付税が増えるという話しです。
したがって、結果的には地方の自由度の向上にはつながりませんでした。また、公共
事業に対する国庫支出金は、もともと国が国債を発行して資金調達してということで、
税源移譲の対象にはなりませんでした。結果的に、三位一体改革は、特に地方の側から
すると、権限が増えるわけでもなく、財政がきつくなったということで批判も受けまし
た。
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３．道州制の議論
その後、盛り上がってきたのが、道州制の議論です。それ以前にも民間ベースでは主
張されていました。もともと関西は道州制の先進地域なのです。1970年代から「関西
州」と言ってみたり、また複数の府県からなる広域の機関を設けて国の権限をそれに委
譲する案などです。小泉内閣が終わって第一次安倍内閣のときに、道州制ビジョン懇談
会というのができて、私は区割り検討の部会に入りました。NTTはここで区分される
とか、またお雑煮の違いと行った文化面も検討しました。
少し道州制の議論をさせてもらうと、地方分権で効率化、そして支出の抑制が大きな
目的のように捉えられることが多いと思います。一つにはそういう側面もあります。つ
まり、自分たちの地域で財源の責任を持たないといけなくなれば、もっと資金の使い方
が効率的になるだろう、と。
効率化ができることは確かにそのとおりです。私どもも計算をしました。普通の都市
でどれぐらいのエリア、あるいは人口があれば一人当たりの経費が少なくて済むだろう
というような計算をしましたが、実際の経費を考慮すると、大体30万人ぐらいの規模の
自治体で一人当たり経費が少なくてすんでいます。行政コストを一人当たりで考えれば、
規模の経済が働きます。よくＵ字型と言いますが、ある程度人口が増えると減っていき
ます。政令市は都市の行政だけでなく、一部府県の業務をしているので、当然一人当た
りは上がっていきます。
道州制ビジョン懇談会については、政権交代もあって自然消滅のような形になってい
ます。
私自身が民間（PHP総合研究所）で道州制議論に最初に関わったのは1990年代で、阪
神大震災の後です。そのときは、一つの議論として、東京と大阪という、それだけで独
立した州にしようかという話をしていました。それは、震災があったので、バックアッ
プとしてどちらかが首都機能を維持できる仕組みが良いと考えたからです。今よりも関
西が元気でしたので、東京と大阪というふうに考えられるかなと当時は思っていました。
ただ、それ以降、本社機能の東京への移転も増え、大阪というか関西が相対的に弱体
化します。東京の霞が関に行かれたら分かると思うのですが、大阪の人は東京があって
大阪があると思っておられますが、東京の人は大阪も名古屋もあまり意識していません。
関西には人口２千万人以上います。人口が２千万人の国など世界にはたくさんあるわ
けですから、国からの補助金がないとやっていけない状況というのは本来はおかしいで
す。
以前に四国でも、道州制の議論をさせていただきました。四国は人口380万人ほどの
島といえますが、同じような規模でも国として成り立っている地域はあります。たとえ
ばニュージーランドは470万人程度です。こういった地域の自立のことを考えることが
道州制の本旨ですが、実際には、行革のためとか、小さな政府のためというふうに受け
止められることが多いので、もっときちんとした議論が必要だと思います。
それからもう１つは、市町村が全て政令市の機能を果たすようになれば、府県の役割
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はかなり縮小します。道州制の議論では、こういったことも含めて検討すべきだと思い
ます。
道州制に関連して、州都をどこに置くかということも課題になります。アメリカと同
じことを目指すという意味ではありませんが、アメリカの場合、必ずしも州都が州で最
大の都市というわけではありません。たとえば、最大の州であるカリフォル州には、ロ
サンゼルス、サンフランシスコ、またシリコンバレーのあるサンノゼも人口は100万人
です。ですが、州都はサンフランシスコから車で１時間半ぐらい離れた人口50万人程度
のサクラメントという都市です。アメリカの場合、経済の中心地というよりも、地理的
な中心地が州都に選ばれているケースが多いようです。
これに対して日本では、行政の中心は大体その地域の最大で経済の中心になっていま
す。もちろん、城下町としての集積の利益があるのだと思いますが、役所に近い方が経
済活動にとって有利だと思うということは、裏返せば何らかの規制や役所での申請等の
手続き、が存在しているということではないかと思います。

４．｢分権」の意味と「大きな政府」｢小さな政府」
この30年ほどの間に、地方分権に関連していろいろな言葉が出ては消え、出ては消
えました。最近は「市民協働」｢協働のまちづくり」はあまり聞かなくなっていますが、
そういうスローガンみたいなものに、みんな振り回されているような気がしています。
もう一度、道州制に触れると、道州制＝効率化・小さな政府と考えられることが多い
と言いました。しかしながら分権社会は、別に小さな政府に向かうとは限らないのです。
分権国家にはいろいろな国があります。効率化に向かうという意味で代表的なのはアメ
リカです。アメリカは元々、自己責任の国です。救急車も費用を求められますし、入院
でもしようものなら多額の費用がかかります。日本のような医療保険制度の導入にも向
かいましたが、結局は成立していません。
一方で、これも皆さんよくご存じの福祉の国、スウェーデンも分権の国です。付加価
値税もありますし、地方の所得税、いわゆる住民税もあります。地方の議会などは手弁
当で夜にやりますし、いろいろなことを住民参加で決めます。そういう国が小さな政府
かというと、そのようなことはなく、福祉が充実した国として知られています。
地方分権ということは、小さな政府にしたいのか、大きな政府になるのか、というこ
とも含めて自分たちで決めるということです。
最近、｢大きな政府」になっているのはフランスです。社会保険料が高く、子育てに
関するケアも充実しているとのことです。炭素税を上げることに対して大きな抗議活動
がありましたが、付加価値税は20％です。
それから、地方分権に絡めて言うと、日本では、財政支出は結果的に６対４で地方の
方が多くなっています。義務教育の教員の国庫負担などは国の支出に一旦計上されます
が、実際に支出を行っているのは地方団体です。このような国の支出の中に地方に回る
分があるので、国と地方、それぞれの支出が100兆円ずつであっても、国を100兆円のま
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ま計算すると国から地方への資金移転がダブルカウントになります。それを調整したの
が歳出純計額160兆円程度ということになります。その内訳を見ると６対４で地方の方
が多い。
ところが、税金は国税の方が多くて、国税対地方税はほぼ６対４です。この状況から、
地方分権のためには地方税の比率を上げないといけないという議論がしばしば見られま
す。
ただ、これについては、私はあまり意味がないと思っています。というのは、地方税
の割合は大阪府、大阪市、あるいは大阪府下の都市は、地方圏の自治体よりも予算に占
める地方税の割合は高くなっています。地方圏では税収が歳入全体の10％を下回る自治
体も多い状況です。全国のトータルとして地方税の割合が、仮に1.5倍に上昇したとし
ても多くの自治体にとってはそれほど状況は変わりません。
先ほどスウェーデンの話しを出しましたが、スウェーデンなどはそれほど地方税の割
合が高いわけではありません。その意味で言うと、トータルで見て地方税の割合が多い
から分権が進むというものでもないということです。
現実の地方の歳出を前提とすれば、多くの地域で歳出を地方税で賄うことはできませ
ん。そうすると、地方の財源である地方税を用いて何を実現するのか、また、地方税で
賄うことを前提とする限り生じてしまう、行政サービスの差をどこまで許容するかが問
題になります。
先ほどのような道州制の議論をする際には、国は何の責任を持つのか、州は何の責任
を持つのか、自治体は何の責任を持つのか、を明確にする検討が大切です。
私が関わってきた道州制の議論のときに一番もめたのは学校です。アメリカでは学校
は自治体が責任を持って財源調達をして、それで各学校の先生を雇います。そのため、
私が住んでいたカリフォルニアの自治体でも、学校教育向上のための教員を増やすため
の税負担の引上げについて住民投票が行われていました。
ただ、私自身は、義務教育のような公共サービスは、基本的には国が財源確保をする
べきだと考えています。例えば、安全であることは大前提ですが、小学校の校舎に関す
る規制等は全国画一でなくてもいいでしょうし、経済力の違い、つまりはその地域の税
負担の多寡によって、ある程度はその設備に差が生じてもやむを得ないかとは思います。
しかし、子供たちの教育を確保するという意味で言うと、これはやはり国の責任、日本
人全部の責任ではないかと思います。基本的には子ども一人当たりに要する資金は国の
税金、あるいは州でもいいかもしれませんが、上位のところがきちんと財源の担保はす
るが、運営はその範囲内できちんとやりなさいということです。
またアメリカの例ですが、自治体である学校区の運営とプロパティ・タックス（固定
資産税）の税率とがリンクしているので、サービスの引上げと税負担の引上げの関連が
明確であるという点が日本とは異なっています。日本の場合は、全ての自治体が総合行
政を担っています。よく国は縦割りだ縦割りだと言いますが、極端な言い方をすれば、
縦割りの構造がそのまま自治体の庁舎にも当てはまるとも言えます。
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一般財源である地方交付税も、これぐらいの自治体だったらこれぐらいの費用が必要
かを国が計算しているわけでしょう。地方の事業は、大きくは補助事業と単独事業に分
けられます。補助金が付く事業は当然国のコントロールを受けますから各自治体の事業
規模も自ずと決定されます。また、単独事業についても、結局交付税に縛られる。そう
いう意味で言うと、全部ほとんど縛られているという状況です。交付税は、その必要額
の算定の際、地方税収の75％だけが用いられ、25％分は区枠外に置かれるので、その分
は自由に使えるという仕組みはあるのですが、ほとんど国の枠組みです。
地方分権の実現のためには、地域の大人たち（納税者）が責任を持つ範囲を明確にし
て整理していくことが必要だと思います。そうでなければ、本当の意味の住民自治とか
分権とかというのはなかなか難しいと思っています。

５．分権社会の地方税の課題
最後に少し地方税制の話しをします。
税制は、公平、中立、簡素という租税原則が重要とされています。地方税の方は、こ
れに加えていくつか考えておくべき原則があります。これが地方税原則と言われるもの
です。日本では、地方税制は基本的に全国画一的に地方税法という国の法律によって定
められており、地方税制を設計する際には、地方税原則を念頭に置く必要があります。
地方税原則の一つが税源の普遍性です。どこの地域でも税源がある程度存在すること
を言います。例えば北海道だけにある税源を地方税法で決めるのはまずいという意味で
す。それから、税収はできるだけ安定している方がいい。バブルだからといって急に増
えたり、あるいは急に減ったり、今年は税収が半分になったので火事は２回に１回しか
消しに行きませんというわけにはいきません。地方団体は住民生活に身近な行政サービ
スを提供することが最も大きな役割ですから、税収には安定性が求められるということ
です。もちろん、安定と言っても一定で良いわけではなく、行政需要の拡大に応じた税
収確保が求められることにもなります。
それから、税に関してはその負担配分に関する公平性は、納税者にとって重大な関心
事です。公平を考えるときには、応能、応益という２つの基準があります。応能原則と
は、各個人の能力（担税力）に応じて負担を求めるもので、多くのケース、累進的な負
担配分が選ばれます。一方、応益原則というのは各個人の受益に応じて、ある種の料金
のように負担を求めるということです。
どちらも公平性の基準ですが、地方税の場合はどちらかというと応益性を重視する、
あるいは応能原則をそこまで意識しなくていいのではないかと考えられます。その理由
は、財政に求められる役割のうち、所得再分配機能については、国レベルで全国的に実
施することが必要であることです。特に税制を通じて行う所得再分配（不平等の縮小と
いう意味で）である累進課税は応能原則に基づくものであると言いましたが、地方税に
ついては、公平の原則を考えるにあたって国税よりも応益原則を重視するべきという考
え方です。現在の所得割住民税が比例税に変わったときの一つの根拠でした。また、所
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得に対する累進課税では、地域間の所得水準の差よりも税収の差の方が大きくなってし
まうことも、比例税化のもう一つの理由でした。
純粋な公共財の特性は、住民や国民が広く受益を受ける等量消費ですから、応益課税
は突き詰めれば、かつてイギリスのサッチャー首相の下で提案された“人頭税”という
ことになります。しかしながら、人頭税のような定額の税金は負担の構造が消費税より
ももっと逆進的になり、広く説得することは非常に困難です。
それから、地方自治の原則も掲げられます。これは、地方税は国の法律で基本的な部
分は定められてはいるものの、地方の独自の理念や財政需要に関係した税制上の対応を
可能にする必要があるという考え方です。実際に行われているケースで言うと、１つは
超過課税、もう１つは法定外税です。法定外というのは地方税法の外の税金です。法定
外普通税、法定外目的税があり、最近は、結構議論になってきました。規模が大きいわ
けではありませんが、住民に対して行政需要と負担を示すきっかけになっていると思い
ます。
財政学は英語で言うとパブリック・ファイナンス（Public Finance）です。これは公
共のファイナンスなので、基本的には税金のことであり、歳入のことです。ただ、目的
があって集めるわけですから、当然、支出の話が出てくるわけです。つまり、税の議論
には、公共のために必要な資金についてきちんと説明しなければいけません。
民主主義の下では、多数決がポイントになります。10人の人がいて、３人のみが富裕
層だとします。そうすると、みんな一律に一定額を負担する税と、富裕層のみに多くの
負担を求める税とで投票を行えば、おそらく富裕層の３人から多く取る税の方が７対３
で選ばれます。また、そのような税制になれば、税を負担しない７人からの行政サービ
ス拡大の要求が高まる可能性があります。先のイギリスのサッチャー首相は、この点を
問題視して人頭税を提案することになります。
住民に対して税負担の必要性を説明し、税負担について納得してもらうかは、公務に
とって重要な役割です。マッセOSAKAでの研修を通じて、職員の皆さんの業務の向上
を図るとともに、公共部門を担う一員として、それぞれがこのような説明をすることが
できるよう、学んでもらいたいと考えています。




